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一般財団 法人武 蔵 野市開発 公社 敷 地 等の 一時 賃 貸事 業 実 施 要 綱  

（令和３ 年 ７ 月 １ 日 要 綱 第 ５ 号 ）  

 

（目的）  

第 １ 条  こ の 要 綱 は 、 一 般 財 団 法 人 武 蔵 野 市 開 発 公 社 （ 以 下 、 「 公 社 」

と い う 。 ） が 管 理 す る 敷 地 及 び 施 設 （ 以 下 、 「 公 社 敷 地 等 」 と い う 。 ）

を使用 す ること に ついて必 要 な事 項 を 定め る もの と す る 。  

 

（使用対 象者）  

第 ２ 条  公 社 敷 地 等 の 使 用 を 希 望 す る 個 人 ま た は 団 体 の 代 表 者 の う ち 、

次 の 各 号 の い ず れ に も 該 当 の す る も の は 、 公 社 敷 地 等 を 使 用 す る こ と

がで きる 。  

(1) 満 20 歳以上の者 ただし、 PENNY LANE GALLERY 事 業 に つ い て は 、 満

18 歳以上の 者とす る。  

(2) 使 用決 定時に 使 用料を納 付で き る 者  

(3) 身分証 明証等 を 提出でき る者  

 

（使用対 象事業 ）  

第 ３ 条  使 用 対 象 と な る 事 業 （ 以 下 、 「 一 時 賃 貸 事 業 」 と い う 。 ） は 、

次に 掲げ るもの と する。  

(1) Ｆ Ｆビ ル内及 び 敷地内の 事業  

イ  吉祥 寺デッ キ 事業  

ロ  Ａ３ 階段下 事 業  

ハ  ＰＥ ＮＮＹ  Ｌ ＡＮＥ  Ｇ Ａ Ｌ ＬＥ ＲＹ 事業  

二  Ｂ棟 コーナ ー 事業  

(2) 公 社の 施設及 び 敷地内で の事 業  

イ  チャ レンジ マ ルシェ事 業  

ロ  ２ ビ ル 軒 先 事 業  

 

（使用制 限）  

第 ４ 条  公 社 理 事 長 （ 以 下 、 「 理 事 長 」 と い う 。 ） は 、 公 社 敷 地 等 で 実

施 す る 事 業 が 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と 認 め る と き は 、 使 用 を

許可 しな いもの と する。  

(1) 前条各 号の事 業 実施要領 に規 定 す る事 業の 目 的 に 合 致 し な い も の  

(2) 公序良 俗に反 す るもの  

(3) 暴 力 団 員 に よ る 不 当 な 行 為 の 防 止 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 ３ 年 法 律
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第 7 7号）第 ２条第 ２ 号の暴力 団の利 益 になるも の  

(4) 前 各 号 に 掲 げ る も の の ほ か 、 一 時 賃 貸 事 業 の 運 営 上 支 障 が あ る も

の  

 

（使用申 請）  

第 ５ 条  第 ３ 条 の 事 業 に つ い て 公 社 敷 地 等 の 使 用 を 希 望 す る 個 人 及 び 団

体の代 表 者は、 理 事長に使 用 申請 書 を 提出 し なけ れ ば な ら な い 。  

 

（使用決 定及び 通 知）  

第 ６ 条  理 事 長 は 、 前 条 に 規 定 す る 申 請 が あ っ た と き は 、 そ の 申 請 内 容

を審査 し 、公社 敷 地等の使 用 の可 否 を 決定 し 、申 請 者 に 通 知 す る 。  

 

（使用手 続き）  

第 ７ 条  前 条 の 使 用 の 決 定 に つ い て 、 通 知 を 受 け た 者 （ 以 下 、 「 使 用 者 」

という 。 ）は、 使 用料の全 額 を納 入 し なけ れ ばな ら な い 。  

 

（使用許 可）  

第 ８ 条  理 事 長 は 、 前 条 の 手 続 き を 完 了 し た 者 に 対 し 使 用 許 可 証 を 交 付

する。  

 

（使用者 の善管 注 意義務）  

第 ９ 条  使 用 者 は 、 善 良 な 管 理 者 の 注 意 を も っ て 管 理 す る と と も に 、 一

時賃 貸事 業の目 的 に従い効 率的 な 運 用を 図ら な け れ ば な ら な い 。  

２  使 用 者 の 責 に 帰 す べ き 事 由 に よ り 、 一 時 賃 貸 事 業 の 施 設 又 は 附 属 設

備 を 滅 失 し 、 又 は き 損 し た と き は 、 使 用 者 は 、 こ れ を 原 形 に 復 し 、 又

はこ れに 要する 費 用を賠償 しな け れ ばな らな い 。  

 

（公社敷 地等の 返 還）  

第 10 条  使用者 は 、公社敷 地等を 返 還しよう とする 際 、 き 損 箇 所 等 が あ

る 場 合 は 理 事 長 の 指 示 に 従 い 、 こ れ を 撤 去 し 、 又 は 修 繕 し て 原 形 に 復

さな けれ ばなら な い。  

２  前項 の撤去 、 修繕等に 要す る 費 用は 、使 用 者の 負 担 と す る 。  

 

（展示物 及び物 品 等の盗難 ・破 損 ）  

第 11 条  搬入搬 出 時及び、 使用中 に おける展 示物及 び 物 品 等 の 盗 難 ・ 破

損 に つ い て 、 い か な る 場 合 に お い て も 、 使 用 者 の 責 に 帰 す る も の と す

る。  
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（使用権 の譲渡 の 禁止）  

第 12 条  第８条 の 規定によ る使用 の 許可を受 けた個 人 及 び 団 体 は 、 そ の

権利 等を 第三者 に 譲渡し、 又は 転 貸 して はな ら な い 。  

 

（使用許 可証の 携 帯）  

第 13 条  使用者 は 、公社敷 地等を 使 用するに 際し、 当 該 使 用 許 可 証 を 携

帯し なけ ればな ら ない。  

 

（承認事 項）  

第 14条  使 用 者 が 使 用 許 可 を 受 け た 後 、 事 業 を 中 止 し よ う と す る と き は 、

速やか に 理事長 に 申し出、 そ の承 認 を 受け な けれ ば な ら な い 。  

２  理 事 長 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 、 報 告 が あ っ た と き は 、 こ れ を 承 認 し 、

その旨 を 当該申 請 者に通知 し なけ れ ば なら な い。  

３  使 用 許 可 証 が 交 付 さ れ た 後 、 公 社 の 故 意 ま た は 瑕 疵 に よ る 設 備 整 備

等 に よ り 使 用 が 中 止 さ れ た 場 合 、 使 用 中 止 日 以 降 の 使 用 料 の 100分 の

200を支払う ものと する。  

４  前 項 の 規 定 に よ り 中 止 さ れ た 事 業 に つ い て は 、 営 業 補 償 等 そ の 他 の

費用に つ いては 、 補償を行 わ ない も の とす る 。  

 

（使用料 の返還 ）  

第 15条  理 事 長 が 自 然 災 害 （ 被 災 者 生 活 再 建 支 援 法 ２ 条 １ 号 ） に よ り 使

用 が 難 し い と 判 断 し た 場 合 、 災 害 発 生 日 以 降 の 使 用 料 の 100分 の 100を

返還す る ものと す る。  

 

（使用の 取消）  

第 16条  理 事 長 は 、 申 請 内 容 に 虚 偽 が あ る 場 合 、 そ の 使 用 許 可 を 取 り 消

すこと が 出来る 。  

２  前 項 の 規 定 に よ り 、 取 り 消 さ れ た 場 合 、 使 用 料 の 返 還 は 行 わ な い も

のとす る 。  

 

（委任）  

第 17条  こ の 要 綱 に 定 め る も の の ほ か 、 使 用 の 手 続 に つ い て は 、 各 一 時

賃貸事 業 要領の 定 めるとこ ろ によ る も のと す る。  

 

（個人情 報の利 用 目的）  
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第 18条  こ の 事 業 で 取 得 し た 使 用 者 情 報 は 以 下 の 目 的 の た め に 利 用 す る 。

当 該 利 用 目 的 以 外 の 運 用 に つ い て は 、 公 社 が 定 め る 個 人 情 報 の 取 り 扱

いを適 用 する。  

(1) 使用者 に弊社 レ ンタルス ペース を ご利用い た だ く た め 。  

(2) 使用者 からの お 問い合わ せにお 答 えするた め 。  

(3) 使 用 者 の 利 用 状 況 を 把 握 し 、 弊 社 レ ン タ ル 事 業 の 内 容 改 善 や 統 計

情 報に用 いるた め 。  

(4) 弊社レ ンタル 事 業の運営 上のト ラ ブル解決 の た め 。  

(5) そ の 他 、 何 ら か の 理 由 で 使 用 者 に 連 絡 す る 必 要 が 生 じ た と き の た

め 。  

 

付  則  

この要綱 は、令 和 ２年４月 １日 か ら 施行 する 。  

付  則  

この要綱 は、令 和 ２年９月 ７日 か ら 施行 する 。  

 付  則  

この要綱 は、令 和 ３年７月 １日 よ り 施行 する 。  
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一 般 財団 法人武 蔵 野市開発 公社 PENNY LANE GALLERY 事 業 実 施 要 領  

 

（ 目 的）  

第 １ 条  この要 領 は、一般 財団法 人 武 蔵野 市 開発 公 社 （ 以 下 、 「 公 社 」 とい

う 。） が 武蔵野 市 開発公社 ビル Ａ 棟 内の 一区 画 を PENNY LANE GALLERY

（ 以下 、 「 PLG」と いう。） とし て 貸 し出 す事 業（ 以 下 、 「 PLG 事 業 」 と

い う。 ） につい て 必要な事 項を 定 め るも のと す る。  

 

（ 位 置）  

第 ２ 条  公社は 、 武蔵野市 吉祥寺 本 町 １丁 目 ８番 16 号 内 （ 区 画 126 号 ） に

お いて PLG 事業を 行うこと とする 。  

 

（ 使 用内 容）  

第 ３ 条  街の活 性 化、にぎ わいの 創 出 に帰 す る事 業 及 び 文 化 性 等 を 有 す る事

業 とし て 、公社 理 事長（以 下「 理 事 長」 とい う 。） が 認 め る 内 容 に つ い

て 、 PLG 事業該 当区 画を使用 する こ と がで きる 。  

 

（ 休 止期 間）  

第 ４ 条  PLG 事業の 休止期間 は、コ ピ ス 吉祥 寺 の 休館 日 及 び 工 事 期 間 中 、 又

は 理 事長 が指定 す る期間と する 。  

 

（ 使 用期 間）  

第 ５ 条  PLG 事業の 期間は、 別表１ に 定 める 使 用 期間 に お い て 利 用 で き る も

の と する 。  

 

（ 使 用申 請）  

第 ６ 条  PLG の使用 を希望す る者は 、 別 表２ の 記 載事 項 を 公 社 の 指 定 し た 方

法 で 、理 事長に 提 出しなけ れば な ら ない 。  

 

（ 使 用の 決定及 び 通知）  

第 ７ 条  理事長 は 、前条に 規定す る 申 請が あ った と き は 、 そ の 申 請 内 容 を審

査 し 、 PLG の使用の 可否を決 定し 、 申 請者 に通 知す る 。  

 

（ 使 用料 ）  

第 ８ 条  前条の 使 用の決定 につい て 、 通知 を 受け た 者 （ 以 下 、 「 使 用 者 」と

い う 。） は、別 表 ３に定め る使 用 料 を納 入し なけれ ば な ら な い 。  

 

（ 使 用料 の減免 ）  
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第 ９ 条  理事長 は 、別表４ に定め る 使 用者 に つい て 、 前 条 の 使 用 料 を 減 額

し 、 又は 免除す る ことがで きる 。  

 

 （ 使用 許可）  

第 10 条  理 事長は 、前項の 規定に よ り PLG の使 用を 許 可 す る 場 合 に は 、 PLG

使 用 許可 証を交 付 するもの とす る 。  

２  理 事 長は、 第 ８条の規 定によ り 、使 用料 の納入 が 認 め ら れ た 場 合 は 、

PLG 使 用許可証 の交 付の際に 、管理 上 必要な条 件を 付 す る こ と が で き る 。  

 

（ 使 用の 中止）  

第 11 条  使 用者が 使用の中 止を申 し 出た場合 、次に 掲 げ る 費 用 を 返 金 す る

も のと す る。  

(1) その使 用する 日 から起算 し て 31 日以 上前  使 用 料 の 100 分 の 100 

(2) その使 用する 日 から起算 し て公 社 の 1 営業日前  使 用 料 の 100 分 の 50 

(3) 使用日 当日  返 還なし  

 

  付  則  

 こ の要 領は令 和 元年５月 ７日か ら 施 行す る 。  

  付  則  

 こ の要 領は令 和 ２年４月 １日か ら 施 行す る 。  

  付  則  

 こ の要 領は令 和 ３年７月 １日か ら 施 行す る 。  

 付  則  

 こ の要 領は令 和 ４年５月 20 日か ら 施 行す る 。  
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別 表 １（ 第５条 関 係）  
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別表２（第６条関係） 

申請情報 備考 

使用時間帯 実際の使用時間 

使用区分 新規またはリピーター 

事業形態 法人または個人事業主及びそれ以外 

事業者名 
企業名または屋号 

会社概要または個人事業主登録情報 

所在地 郵便番号及び住所 

使用者 使用者氏名または業務執行者氏名 

連絡先 電話番号及びメールアドレス 

使用目的 
小売業、イベント、展示の区分 

使用詳細及び事業概要 

 

別表３（第５条及び第８条関係） 

消費税等含む 

 

別表４（第９条関係） 

対象 減免条件 

コピス吉祥寺が主催する販売促進事業 免除 

コピス吉祥寺又はコピスエフエフのテナントが行う事業 
使用料の額の 100 分の

50 に相当する額 

学生の身分が証明できる者が行う事業 
使用料の額の 100 分の

50 に相当する額 

 

使用料 使用期間 使用時間 

１単位あたり 

55,000 円 

金曜日から翌週木曜日までの７日

間が１単位 
10～21 時 


